（様式２）

参加者情報確認書
１　提案者概要

	提案者名
	

	本社所在地
	

	設立年月
	年　　月
	従業員数（人）
	人

	資本金
	千円
	売上金

（最新年度）
	千円

年度

	業務内容
	

	ホームページアドレス
	

	京都市を担当する
支社（支店）名
	


２　連絡担当者
	連絡担当者
	氏名
	
	役職
	

	
	所属
	

	
	住所
	

	
	電話番号
	
	FAX番号
	

	
	メールアドレス
	


３　参加資格を満たす根拠
　　プロポーザル説明書「４　参加資格」の各項について，根拠を示すこと。
(1)  平成１８年度以降，官公庁（国，都道府県又は地方自治法第２５２条２２条１項に定める政令による指定を受けた中核市以上の地方公共団体）において，能力評価と目標による管理の手法を用いた業績評価の二つからなるWeb型人事評価システムの設計・開発実績を２件以上有すること。
	実績１

	契約日
	　　　　　　　　　　年　　　　　月　　　　　日

	業務名称
	

	受注先
	


	実績２

	契約日
	　　　　　　　　　　年　　　　　月　　　　　日

	業務名称
	

	受注先
	


(2)  平成２４年度以降，官公庁（国，都道府県又は地方港自治法第２５２条２２第１項に定める政令による指定を受けた中核市以上の規模の地方公共団体）において，Web型人事評価システムの保守・運用業務の実績を２件以上有していること。

	実績１

	契約日
	　　　　　　　　　　年　　　　　月　　　　　日

	業務名称
	

	受注先
	


	実績２

	契約日
	　　　　　　　　　　年　　　　　月　　　　　日

	業務名称
	

	受注先
	


(3)  公務員向け人事評価システム開発業務において，主担当としての業務経験を２件以上有している専任担当技術者を配置することができること。

	専任担当技術者

	氏名
	　　　　　　　　　　年　　　　　月　　　　　日

	業務経験１
	

	業務経験２
	


(4)  プライバシーマーク制度による資格を有していること

資格を証明するものの写しを添付すること。

(5)  情報セキュリティマネジメントシステム適合性評価制度ＩＳＭＳによる資格を有していること

資格を証明するものの写しを添付すること。

